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別紙３                                                   

令和３年度厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援政策研究事業） 

（分担）研究報告書 

 

新型コロナウイルス感染症流行が生活習慣や健康に及ぼす影響の 

実態把握に向けた継続研究 －女性への健康支援の観点から－ 

 

研究分担者 山本 精一郎 国立がん研究センター 特任研究員 

研究分担者 山上 須賀  国立がん研究センター 特任研究員 

研究分担者 武藤 香織  東京大学・医科学研究所・教授 

 

研究要旨 

本研究では、新型コロナウイルス感染拡大前後の心身の健康状態の悪化傾向を包括的に把握し、悪化傾向がみられる

本人・家族の属性（家族構成、就労状況、経済状況）や、新型コロナウイルス感染症拡大による生活・就労面での変化

を1万人規模の全国インターネット調査により把握し、健康面での支援が必要な属性の詳細を明らかにすることを目的とする。 

今年度2022年3月に調査を行った。粗解析として、主にコロナによる変化について集計を行った。調査の結果、女性につ

いて、コロナ前後で20%以上の者に変化があった項目は、月額の手取り給料の減少(24%)、貯蓄額の減少(25%)、在

宅時間の増加(35%)、他者との会話量の減少(28%)、運動量の減少(31%)、座っている時間の増加(25%)、親と過

ごす時間の減少(21%)、子どもと過ごす時間の増加(29%)、配偶者と過ごす時間の増加(32%)、家事をする時間の増

加(33%)、自炊するの増加(33%)、外出頻度の減少(60%)などであった。健康状態については、コロナ後に体の健康状

態が悪くなったと答えた者は23%、心の健康状態が悪くなったと答えた者は35%であった。上記ほど多くはないが、反対側の

変化があった者もある程度いることがわかった。コロナ感染拡大と生理用品などの利用についてもいくつかの質問を行った。中で

も、生理用品の無償提供を行っている自治体があることを知っていると答えた者は40%で、そのうち利用したことがあり、今後

も利用したいと答えた者は5%、利用したことはないが、利用したいと答えた者は46%であった。一方、生理用品の無償提供

を行っている自治体があることを知らないと答えた者は60%で、そのうち、今後、生理用品の無償提供を利用したいと答えた

者は55%であった。 さらに、感染拡大を受け、仕事や生活の中で良くなったなと感じることについても尋ねた。もっともよくなっ

たと答えた割合が多かった項目は、健康に対する意識が高まった(27%)、次に生活を見直すきっかけになった(19%)、人生

や将来を見直すきっかけになった(15%)、出費が減った(15%)であった。特にないと答えた者は40%であった。 

今後は、生活習慣や環境の変化と心身の健康との関連、年齢や収入などといった属性との関連などについて、より詳細な仮

説を検討することにしたい。 

 

 

Ａ．研究目的 

【目的】 

1. 新型コロナウイルス感染症拡大により、短期的な

心身の健康状態の悪化を自覚している属性を把握し、就

労形態や経済状況、働き方などが、短期的な心身の健

康状態悪化に与える影響を明らかにする。 

2. 短期的な心身の健康状態が悪化していると自

覚を持つ属性に対して、必要とされる健康保持・増進、改

善に向けた支援策の内容や、健康支援が必要な属性に

対して公的な支援情報をどのような媒体などで周知するこ

とが有用かを検討する材料を得る。 

 

プライマリ・エンドポイント（もっとも関心のある疾患・症

状）： 

コロナ下における調査時点の身体的な健康状態（主観

的評価及び身体的有訴数の変動）、および精神的な健

康状態（ストレス原因の変化） 

 

【研究の背景】 



238 

 

新型コロナウイルス感染症拡大により、外出自粛などの

行動制限、徹底した感染対策の実施、リモートワークなど

多様な働き方など、新しい生活様式の実践が進められて

いる。 

こうした生活・社会の変化や経済活動の落ち込みなど

は、心身の健康状態にも影響があると考えられ、健康関

連QOLの変化や、精神的な健康状態への影響、食事

量・回数が変化しているとの報告がある。特に、女性にお

いては、経済的責任や、就労上の制限、家事負担の影

響から心理的負担が増加し、精神的な健康状態が悪化

しており、健康面での支援の必要性が指摘されている。 

そこで本研究では、新型コロナウイルス感染拡大前後

の心身の健康状態の悪化傾向を包括的に把握し、悪化

傾向がみられる本人・家族の属性（家族構成、就労状

況、経済状況）や、新型コロナウイルス感染症拡大によ

る生活・就労面での変化を1万人規模の全国インターネッ

ト調査により把握し、健康面での支援が必要な属性の詳

細を明らかにすることを目的とする。 

また、こうした健康面での支援を効果的に実施するため

に、支援を必要とする属性が、日常的にどのような媒体か

ら情報を得ているのか、公的な支援に対する情報感度な

どを明らかにし、より効果的なプロモーション方法も合わせ

て検討することを本研究の目的とする。 

なお、本研究は厚生労働科学研究補助金（女性の

健康の包括的支援政策研究事業）「保健・医療・教育

機関・産業等における女性の健康支援のための研究」とし

て、新型コロナ下での女性の健康問題を明らかにするため

に、実施された研究の継続研究である。昨年度の研究で

は、男性に比べて女性、女性の中では、若年（20~24

歳）、シングルマザー含め、未婚、離婚、死別の女性、無

職、低世帯収入、高学歴等の属性を持つものが心身とも

に健康状態の悪化を多く感じている傾向にあった。また、

心身ともに健康状態の悪化を感じている人に多い生活上

の特徴は、もともと支出負担が多いと感じている、コロナ前

から悩み、ストレスが多い、今後についての悩み、ストレス

が多い、加工食品利用、飲酒量などが多い、もともと不調

を訴えている、などであった。心身ともに健康状態の悪化を

感じている人に多く起こった変化では、公的支援を多く受

けている、よく知っている、在宅が増えた、収入減、貯金減、

生活や働き方に関する変化があり、それを悪い変化と感じ

ている、悩みごとなどを相談している、相談先がないの両方、

仕事や生活の中でよくなったと感じることが多い、今後につ

いての不安が多い、などが挙げられた。 

 

Ｂ．研究方法 

【研究対象者の選定方針】 

新型コロナウイルス感染症拡大による生活・社会の変化

などは、生活や就労に対して直接的な影響を与える。こう

した生活や就労の変化は、心身の健康状態に影響を与

えると考えられる。これらの影響は、対象者が置かれた経

済的責任や就労上の制限、家事負担といった自身を取り

巻く環境により、影響の程度や良い・悪いといった評価の

差異につながると予測される。特に、自覚として健康状態

が悪化している層に対しては、早急な健康支援が必要で

ある。したがって、全国規模で本調査を開始することは、

具体的な支援策や支援策に関する情報提供を検討する

ために重要と考える。 

そのため、この目的に合致した、幅広い年齢層、全国から

対象者を得る現実的な方法として、ネットリサーチ会社の

モニターを用いたインターネット調査を行う。ただし、インター

ネット調査では、インターネットを用いることができ、かつ、モ

ニターとして登録した人のみが対象となる偏りがあることを

十分考慮して結果の解釈を行う必要がある。 

 

＜選択規準＞ 

1) ネットリサーチ会社に登録しているモニター 

2）20歳以上79歳以下 

3) インフォームド・コンセントが得られている 

 

【研究の期間及び方法】 

＜研究の期間＞ 

研究許可日から2025年3月31日まで 

 

＜研究のデザイン＞ 

ネットリサーチ会社モニターを用いたインターネット調査。 

昨年度の調査では、心身の健康状態が悪くなったものを

ケース、悪くなっていないものをコントロールとし、インターネッ

ト調査のモニターから対象者の属性を比較することにより、

心身の健康状態が悪くなった集団の属性の把握を試みる

断面研究として、ケース・コントロールサンプリングを行い、

10,000名に対し調査を行った。その結果、今年度以降

は、継続調査として、心身ともに悪化した人の割合の推移

がわかるようにするために、人口・属性構造に合わせた（も

しくはその推定ができるような）サンプリングを行う。 
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＜調査方法＞ 

無記名質問票調査：Web入力形式を用いる。    質

問票調査の回答に要する時間は20分程度を見込んでい

る。 

 

＜調査項目＞ 

インターネット上によるインフォームド・コンセント等 

調査への協力意思，さらに調査を行うことになった場合の

協力意図，他の機関へのデータ提供 

 

スクリーニングのための質問 

・性別 

・年代（5歳刻み） 

・現在の居住地（都道府県単位） 

・職業（日本標準産業分類に準拠14。学生は対象外） 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響による身体的な/

精神的な健康状態の悪化有無（主観的評価） 

 

本人・家族の属性 

・家族構成（同居家族構成、婚姻状況・子ども有無、

共働き家庭であるか、家事負担度合、妊娠有無） 

・本人及び配偶者の就労状況（雇用形態、業種・職種、

勤務場所、勤務時間） 

・経済状況（個人年収・世帯年収、負債、公的支援申

請有無） 

・最終学歴 

  

コロナ下において生活・就労等での変化 

・就業上の変化（解雇/転職有無） 

・生活や働き方に起こった変化と変化に対する評価（月

額給料、一日の過ごし方（在宅時間、労働時間等、コミ

ュニケーション量、通院頻度、身体活動量、食事量、睡

眠時間・時間帯、外出頻度 等） 

 

客観的な心身の健康状態評価 

・飲酒頻度、量 

・喫煙頻度、量 

・身体的な自覚症状（国民生活基礎調査健康票15を

活用） 

・通院有無 

・精神的な状態（K6を活用16,17）  

特に、女性に対しては、 

女性特有の症状（月経随伴症状等）や女性に多い症

状・疾病（片頭痛等） 

の状況についても確認 

 

有効な情報提供ツールの探索のための項目 

・将来への不安（新型コロナウイルス感染症拡大に対す

る不安、今後の生活への不安） 

・情報に対する感度（公的な支援に対する認知、普段

接する情報） 

・有効なプロモーションツールの模索（悩みを相談する先、

よく利用する情報媒体 等 

 

【統計的事項】 

＜必要サンプルサイズの設定根拠＞ 

 割合で評価された曝露属性をケースとコントロール間で

比較する場合、最もサンプルサイズが必要となる曝露割合

50%で5%の曝露割合の差を検出するためには、αエラー

を両側5%、検出力を90%として、必要なサンプルサイズ

はケース・コントロール合わせて4000名強程度である。男

女で仮説を検証して比較することを想定しているため、男

女それぞれで4000名必要と考え、回答不備者等を考慮

し、目標サンプルサイズを10,000名とする。 

 

【解析対象集団】 

 解析対象集団は欠損値が多い等、不適切な回答者を

除いた有効回答者の集団とする。有効回答者の定義は8

割以上の回答および、明らかに不適切な回答（すべて同

じ選択肢に回答など）を除いたものとするが、迷う対象に

ついては、解析開始前に研究代表者がデータクリーニング

の末決定し、データ固定を行う。 

 

【解析方法】 

 解析方針は以下の通りとする． 

1) 属性ありと無しにおける心身の健康状態悪化割合の
比較 

 ある属性がある群とそうでない群で主観的な身体の健康

状況が悪化した者の割合を比較する。比較は割合や平

均などの代表値で行うとともに、統計量に応じてχ2検定や

t検定などにより比較を行う。主観的に精神的な健康状

態が悪化したもの、客観的な指標にて身体的健康、精

神的な健康が悪化したものについても同様の解析を行う。 
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2)心身の健康状態が悪化した集団の特定 

特に心身の状態が悪化した属性の組み合わせを探索す

る。属性の組み合わせは、1)の解析により仮説を立て、層

別解析や回帰的手法およびその他の多変量解析の手法

により、統計的な検討を行う。 

 

なお、本報告書においては、予備的な解析として一部項

目について解析を行い、次年度により詳細な解析を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、国立がん研究センター研究倫理委員会の

承認を受け、「人を対象とする生命科学・医学系研究に

関する倫理指針」を遵守して実施した。 

 

【インフォームド・コンセント】 

 本研究は、介入を行わず人体から取得された試料を用

いないが、要配慮個人情報を取得して研究を実施するた

め、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針」の第８の１(1)イ（イ）②（ⅰ）に従い、研究

対象者から適切な同意を受ける。具体的には、研究の概

要の説明を質問票ととともに提示し、調査協力への同意

に関するチェックボックスへの記入がされたことをもって適切

な同意が取得されたものとする。なお、調査を実施した年

度の3月31日までは同意を撤回できることとし、その旨を

対象者に伝えることとする。 

 

【個人情報等の取扱い】 

＜匿名化の方法及び安全管理措置＞ 

 匿名化の方法及び安全管理措置 

 本研究はネットリサーチ会社のモニターを用いたインターネ

ット調査であり、研究者は個人を特定する情報を保有し

ない。継続調査を行う場合についても、ネットリサーチ会社

が対象者の連結を行うため、研究者は個人を特定する情

報を保有しない。研究結果の報告、発表に関しても個人

を特定される形では公表しない。 

 

Ｃ．研究結果 

すべて女性についての結果を示す。全体および男女別

の結果については付録に示す。 

新型コロナウイルス感染拡大後(2020年2月以降、

以降コロナ後と記載)の働き方や就業状況の変化につい

て尋ねたところ、自分自身に何らかの変化があったと答え

た者が15%、配偶者・パートナーに何らかの変化があった

と答えた者が10%であった。 

コロナ前後の変化を聞いた項目において、月額の手取

り給料については8%が増加、24%が減少と回答した。

貯蓄額については13%が増加、25%が減少、在宅時

間については35%が増加、3%が減少、労働時間につい

ては9%が増加、18%が減少、他者との会話量について

は10%が増加、28%が減少、運動量については9%が

増加、31%が減少、座っている時間については、25%が

増加、5%が減少、親と過ごす時間については13%が増

加、21%が減少、子どもと過ごす時間については29%が

増加、11%が減少、配偶者と過ごす時間については

32%が増加、5%が減少、家事をする時間については

33%が増加、4%が減少、朝食を食べることについては

9%が増加、5%が減少、食事の量については12%が増

加、6%が減少、食事の回数については9%が増加、5%

が減少、自炊する回数については33%が増加、4%が減

少、睡眠時間については14%が増加、10%が減少、外

出頻度については4%が増加、60%が減少と回答した。

生活リズムの変化については、労働する時間帯が不規則

になったと答えた者が9%、朝食を食べる時間帯が不規

則になったと答えた者が6%、昼食を食べる時間帯が不

規則になったと答えた者が7%、間食を食べる時間帯が

不規則になったと答えた者が8%、夕食を食べる時間帯

が不規則になったと答えた者が6%、お酒を飲む時間帯が

不規則になったと答えた者が5%、起床時間が不規則に

なったと答えた者が9%、就寝時間が不規則になったと答

えた者が11%、外出する時間帯が不規則になったと答え

た者が16%であった。ほとんどすべての項目で、女性の方

が男性に比べ、有意に変化が多い傾向が見られた。 

健康状態について尋ねたところ、コロナ後に体の健康状

態が悪くなったと答えた者が23%、よくなったと答えた者が

5%、心の健康状態が悪くなったと答えた者が35%、よく

なったと答えた者が4%であった。通院の頻度について、増

えた、もしくは通い始めたと答えた者は7%であった。月経

痛について悪化した、もしくは症状が現れたと答えた者は

5%、月経による体調不良・精神不安について悪化した、

もしくは症状が現れたと答えた者は8%、無月経について

悪化した、もしくは症状が現れたと答えた者は4%、貧血

について悪化した、もしくは症状が現れたと答えた者は6%、

月経前の不調について悪化した、もしくは症状が現れたと

答えた者は8%、偏頭痛について悪化した、もしくは症状
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が現れたと答えた者は8%、腰痛について悪化した、もしく

は症状が現れたと答えた者は11%、更年期症状について

悪化した、もしくは症状が現れたと答えた者は10%、便秘

や下痢などの胃腸障害について悪化した、もしくは症状が

現れたと答えた者は11%であった。 

コロナ前後で生理用品にかける支出金額について尋ね

たところ、増えたと答えた者は5%、生理用品を金銭的な

理由で手に入れにくかったことがあると答えた者は8%であ

った。生理用品の無償提供を行っている自治体があること

を知っていると答えた者は40%で、そのうち利用したことが

あり、今後も利用したいと答えた者は5%、利用したことは

あるが、今後は利用したくないと答えた者は2.5%、利用

したことはないが、利用したいと答えた者は46%であった。

一方、生理用品の無償提供を行っている自治体があるこ

とを知らないと答えた者は60%で、そのうち、今後、生理

用品の無償提供を利用したいと答えた者は55%であった。

生理の際、痛み止めが必要となることがあると答えた者は

52%で、生理の痛みに対して、痛み止めなど、月に1000

円以上使っていると答えた者は16%であった。生理に関し

て、新型コロナウイルス感染拡大後に困ったことがあったか

尋ねたところ、困ったことがあったと答えた者は19%で、その

中で誰かに相談したかったが相談できなかった者は4%、

相談しようとは思わなかった者は9%であった。 

 さらに、感染拡大を受け、仕事や生活の中で良くなった

なと感じることについても尋ねた。家族間のつながりが強く

なったと答えた者は14%、友人・知人等とのつながりが強

くなったと答えた者は4%、人の役に立つことに関心が強く

なったと答えた者は5%、体調を崩すことが減ったと答えた

者は7%、健康に対する意識が高まったと答えた者は

27%、仕事の効率が上がったと答えた者は2%、仕事の

ストレスが減ったと答えた者は6%、通勤のストレスが減っ

たと答えた者は7%、時間の使い方の自由度が増えたと

答えた者は13%、生活の拠点をこれまでより自由に選べ

るようになったと答えた者は3%、出費が減ったと答えた者

は15%、生活リズムが規則的になったと答えた者は8%、

人として成長したと答えた者は4%、生活を見直すきっか

けになったと答えた者は19%、人生や将来を見直すきっ

かけになったと答えた者は15%、特にないと答えた者は

40%であった。 

 

Ｄ．考察 

新型コロナウイルス感染拡大により起こった変化につい

て、多くの項目について方向性は予想通りだが、定量的

な結果を得ることができた。心身の健康上望ましくない変

化が起こった者が多かったものの、中には望ましい変化が

得られた者もあった。これらの違いに関連する要因を調べ

ることも今後の検討課題である。また、マスコミ等で報道の

あった、女性の生理用品などに関する項目についても調

査を行った。自治体にて無料配布を行っていることを知ら

ない者が半数以上あり、知っていたら今後利用するかと答

えた者が半数以上いた。 

 今回の調査では、心身の健康状態の変化についても質

問を行った。コロナ前の生活習慣や環境、コロナによる生

活習慣や環境の変化と、心身の健康状態の変化の関連

を今後調べていく予定であるが、今回の調査では、健康

状態の変化と要因の変化についての質問を同じタイミング

で聞いているため、どちらが先かはわからず、要因の変化が

ある人が健康状態が悪くなったのか、健康状態が悪いから

要因の変化があったのかの時間的順序や因果関係を特

定することはできない。しかしながら、今回の調査により、コ

ロナ拡大により心身の健康状態が悪くなった人のペルソナ

をある程度特定でき、そのペルソナが望む、あるいは利用

している支援や情報ソースに関する情報を収集できている

ため、そのような人々へのサポート方法を検討する材料と

なりえる。 

 

Ｅ．結論 

ネット調査により、コロナ拡大後に起こった変化について

確認することができた。今後は、変化と心身の健康との関

連、年齢や収入などといった属性との関連などについて、よ

り詳細な仮説を検討することにしたい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

（分担研究報告書には記入せずに、総括研究報告書に

まとめて記入します） 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

なし。 

 2.  学会発表 

なし。 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

なし。 

 2. 実用新案登録 

なし。 

 3.その他 

なし。 

 

 


